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東日本大震災の被災者に係る保険料の減免に関する特例を定める規則 

 
平成 23年 6月 23日 

規 則 第 ３ 号 

 

改正 平成24年6月27日 規則第3号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、栃木県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例(平成１

９年栃木県後期高齢者医療広域連合条例第２８号)第１８条第１項第５号の規定に基づ

き、東日本大震災（平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震及びこれに

伴う原子力発電所の事故による災害をいう。以下同じ。）の被災者に係る保険料の減免に

関し、必要な事項を定めるものとする。 

（対象者） 

第２条 保険料の減免を受けることができる被保険者又は連帯納付義務者は、平成２３年

３月１１日において、東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する

法律（平成２３年法律第４０号）第２条第３項に規定する特定被災区域（以下「特定被

災区域」という。）内に住所を有していた者で、次の各号のいずれかの事由に該当する

者とする。 

(1) 被保険者又は連帯納付義務者の属する世帯の主たる生計維持者の居住する住宅が全

半壊し、又は全半焼したこと。 

(2) 被保険者又は連帯納付義務者の属する世帯の主たる生計維持者が死亡し、又は重篤

な傷病を負ったこと。 

(3) 被保険者又は連帯納付義務者の属する世帯の主たる生計維持者の行方が不明である

こと。 

(4) 被保険者又は連帯納付義務者の属する世帯の主たる生計維持者が業務を廃止し、又

は休止したこと。 

(5) 被保険者又は連帯納付義務者の属する世帯の主たる生計維持者が失職し、現在収入

がないこと。 

(6) 原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号）第１５条第３項の規定に

よる避難のための立ち退き又は屋内への退避に係る内閣総理大臣の指示の対象地域で

あるため避難又は退避を行っていること。 
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(7) 原子力災害対策特別措置法第２０条第３項の規定による計画的避難区域及び緊急時

避難準備区域の設定に係る原子力災害対策本部長の指示の対象となっていること。 

(8) 特定避難勧奨地点（原子力災害対策特別措置法第１７条第８項の規定により設置さ

れた原子力災害現地対策本部の長が、事故発生後１年間の積算線量が２０mSv を超え

ると推定されるとして特定した住居をいう。）に居住しているため、避難を行ってい

ること。 

(9) 被保険者又は連帯納付義務者の属する世帯の主たる生計維持者の事業収入、不動産

収入、山林収入又は給与収入のいずれかが減少することが見込まれ、その減少額（保

険金、損害賠償等により補てんされるべき金額を控除して得た額）が平成２２年の当

該収入の１００分の３０以上に相当し、平成２２年の地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）第３１４条の２第１項に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに高齢者

の医療の確保に関する法律施行令（平成１９年政令第３１８号）第７条第１項に規定

する他の所得と区分して計算される所得の金額（地方税法第３１４条の２第１項各号

及び第２項の規定の適用がある場合には、その適用前の金額。）の合計額（以下「総

所得金額等」という。）が１，０００万円以下であること。ただし、平成２２年の総

所得金額等から、減少することが見込まれる当該収入に係る平成２２年の所得金額（２

以上ある場合はその合計額）を控除して得た額が４００万円を超えるものを除く。 

(10) 広域連合長が認める第１号から第９号に準ずる特別の事由があること。 

（減免の対象） 

第３条 減免の対象となるものは、平成２３年３月１１日から平成２５年４月１日までの

間に普通徴収の納期限（特別徴収の場合にあっては、特別徴収対象年金給付の支払日）

が到来する次に掲げる保険料額とする。ただし、前条第３号に該当する者は平成２４年

９月末日までの間においてその行方が明らかになった日の属する月の前月までの保険料

額を、同条第６号又は第７号に該当する者はそれぞれの指示があった日の属する月から

の保険料額を、同条第８号に該当する者は通知を受けた日の属する月からの保険料額を

対象とする。 

(1)  平成２２年度相当分の保険料額 

(2)  平成２３年度相当分の保険料額 

(3)  平成２４年度相当分であって４月分から９月分までの月割算定額に相当する保険料

額（前条第６号から第８号までのいずれかに該当し、又は同条第１０号（同条第６号
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から第８号までに準ずる事由に限る。）に該当する場合は、平成２４年度相当分の保

険料額） 

（減免の割合） 

第４条 減免の割合は、次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる

とおりとする。 

 

２ 第２条第９号に該当する場合は、別表のとおりとする。 

附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則による改正後の東日本大震災の被災者に係る保険料の減免に関する特例を定

める規則の規定は、平成２４年度における保険料の取扱いについて適用し、平成２３年

度における保険料の取扱いについては、なお従前の例による。 

 

別表（第４条関係） 

平成２２年の総所得金額等 対象保険料額 減免割合 

３００万円以下 被保険者の保険料額にその者の属

する世帯の主たる生計維持者及び

当該世帯に属する全ての被保険者

全部 

３００万円を超え、 

４００万円以下 
１００分の８０ 

区 分 減免割合 

第２条第１号の全壊若しくは全焼に該当する場合 全部 

第２条第１号の半壊（大規模半壊を含む。）若しくは

半焼に該当する場合 
１００分の５０ 

第２条第２号から第８号までに該当する場合 全部 

第２条第１０号に該当する場合 広域連合長が別に定める割合 
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４００万円を超え、 

５５０万円以下 

につき算定した平成２２年の総所

得金額等に占める減少することが

見込まれる当該収入に係る平成２

２年の所得金額（２以上ある場合

はその合計額）の割合を乗じて得

た額 

１００分の６０ 

５５０万円を超え、 

７５０万円以下 
１００分の４０ 

７５０万円を超え、 

１,０００万円以下 
１００分の２０ 

 

   

 


